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２．  分析方法 











を参照されたい。なお，表 1 の網掛けの部門がリスクを発生させるリスク部門である。  
 
表 1 部門構成  
1 農林水産業  15 金属製品  29 運輸  
2 鉱業  16 一般機械  30 通信・放送  
3 食料品  17 電気機械  31 公務  
4 繊維工業製品  18 輸送機械     32 教育・研究    
5 衣服  19 精密機械    33 医療・保健・社会保障 
6 木製品  20 その他の製造工業  34 その他の公共サービス  
7 パルプ・紙  21 建設    35 対事業所サービス  
8 化学製品   22 熱供給業  36 対個人サービス  
9 プラスチック  23 上下水道  37 分類不明  
10 ガラス製品  24 商業  38 廃棄物処理  
11 窯業・土石製品  25 金融  39 石油製品     
12 銑鉄・粗鋼  26 生命保険  40 石炭製品  
13 その他鉄鋼  27 損害保険  41 電力    
14 非鉄金属   28 不動産     42 ガス  
 
2.2 ボンドの場合の考え方  
ボンドの場合は，企業がデフォルトに陥ったときには，保険と同様の条件で保証金が支
                                                  
1 本モデルのプログラムは C 言語で書かれており，その精度は高く百兆のオーダーの生産要素の需給
均衡式における誤差は 50 万未満と極めて小さい。  




損害賠償金ベースでも事故件数ベースでも 9 割程度となることが知られている（Shavell, 
2000; Parsons, 2003）。つまり，保険会社が介入しないような事故については，ほとんど
の場合，損害賠償金を被害者が獲得できていないのである。このことは，保険会社の介入
によって，損害賠償請求に伴う取引コストが大幅に減少する（ Shavell, 1987,p. 263; 






























3.1 政策が各産業に与える影響  
政策実施に伴う各産業の生産量の変化をまとめたものが図 1 と図 2 である。また，政策
実施後の新しい均衡における価格をまとめたものが図 3 である。なお，生産量は政策実施
前の状態を示す 2000 年度の産業連関表の生産額を生産量とみなしたものであり，価格は


































図 1 国内生産量の変化量  
 

























































図 2 国内生産量の変化率  























































                                                  
4) 生産物の量による価格の加重平均値である。物価指数の 1 つ。  
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図 3 均衡価格  






































































897 億円となる。  


















上 4 点を勘案すれば決して大きくないと考えられる。  
 





化を示したものが，図 4 である。 
 
























図 5 は，デフォルト率が 0.3 の場合のボンドの強制化政策において，損害保険業の生産性
向上が各厚生指標にどのような影響を与えるかを示したものである。 
 






































































































補論 1. リスクの定量化  
1. 漸進的リスク  
(1) LIME の被害係数の推定  
まず，PRTR データの対象となっている 354 種の化学物質のうち LIME の被害係数が定
められていない化学物質について被害係数を推定した。LIME の被害係数が定められてい
る 101 種の化学物質の係数のうち，特に有害な PCB とダイオキシン類の係数を除き，さ
らに残りの係数について排出先ごとに高い値のものを 10 種除外した 89 種類の化学物質





(2) PRTR データの整理  





(3) DALY の金銭換算  
LIME の 被 害 係 数 は ， 化 学 物 質 の 単 位 排 出 量 あ た り の 障 害 調 整 生 存 年 （ DALY: 
Disability-adjusted life-year）の損失で示されていることから，余命が 1 年短縮した場
合の損害賠償額を厚生労働省の統計や自賠責保険の慰謝料の水準等を考慮して推定し，
1DALY の金銭換算値を 1 千万円とした。この値は，LIME におけるコンジョイント分析
を用いた金銭換算値 9.7 百万円とほぼ同水準のものであり問題ない値と考えられる。  
 





3. リスクの合計  





  表 a.1 リスクの定量化のまとめ  
部門 リスク 部門 リスク 
鉱業 82.95 一般機械 230.47 
繊維工業製品 338.11 電気製品 271.44 
衣服 18.05 輸送機械 1139.72 
木製品 38.21 精密機械 23.03 
パルプ・紙 335.81 その他の製造工業製品 740.88 
化学製品 936.11 水道 851.63 
プラスチック製品 614.47 対個人サービス 1047.81 
窯業・土石製品 235.39 廃棄物処理 69.06 
銑鉄・粗鋼 124.92 石油製品 61.45 
その他鉄鋼 124.92 石炭製品 6.83 
非鉄金属 634.85 電力 9.99 
金属製品 344.82 合計 8280.93 
 
補論 2. 保険料  
1. 損害保険会社からの保険料水準の入手  
日本で EIL を販売している損害保険会社に，典型的な化学工場に対する EIL の保険料の
見積もり依頼を行なった。保険条件は，①保険金額 1 事故 25 億円／保険期間中通算 50 億
円，②自己負担額 500 万円，③縮小てん補割合 90%，④保険期間は 2007 年 10 月 1 日よ
り 1 年間，⑤リトロアクティブデイトは保険始期の 3 年前である。また，典型的な化学工
場の条件は，①年間生産額 118 億円，②化学物質の排出量は PRTR データ上の平均的化学
工場のものと同量，③周囲の人口密度は 1400 人／平方 km などである。化学工場の条件
は，2000 年の産業連関表と PRTR データより平均的な化学工場を示す値を算出したもの
である。損害保険会社からの回答は，純保険料で 10.38 百万円～38.06 百万円であった。  
2. リスクと保険料の関係  
日本の化学産業は，EIL の保険料見積もりに採用した典型的な化学工場が 2218 集まった
ものと想定していることから，リスクの保険料の関係を導くことができる。保険料は，リ
スクの 0.2459 倍～0.9018 倍となった。この倍数を本モデルではリスク乗数と呼ぶ。  













4. ボンドの保証料  
ボンドの保証料は保険料にデフォルト率を乗じたものとする。  
補論 3. データセット  
保険料関連以外のデータについては，主として 2000 年の産業連関表をベースとした。こ
のデータセットを 42 部門表と呼ぶこととする。  


























3. 税率・移転率の計算  
税率・移転率の計算は次の表 a.2 のとおりである。  
 
表 a.2 税率移転率の計算  
No. 項目 値 出典・計算方法 
① 粗資本収入 115694919 42 部門表の営業余剰の合計 
② 資本税総額 16598100 国民経済計算年報 
③ 資本収入 99096819 ①－② 
④ 資本税率 0.1674938 ②／③ 
⑤ 総労働投入 250990316 42 部門表の賃金・俸給の合計  
⑥ 総所得 350087135 ③＋⑤ 
⑦ 所得税額 27609100 国民経済計算年報 
⑧ 所得税率 0.0788635 ⑦／⑥ 
⑨ 社会保障費負担額 27444700 国民経済計算年報 
⑩ 社会保障費負担率 0.0783939 ⑨／⑥ 
⑪ 貯蓄総額 30557200 国民経済計算年報 
⑫ 貯蓄率 0.103572 ⑪／ (⑥－⑨－⑦ ) 
⑬ 総民間消費支出額 281008931 42 部門表の家計消費の合計 
⑭ 政府から家計への移転 16532796 ⑬－⑥×(1－⑧－⑩ )×(1－⑫ ) 
⑮ 外生支出総額 145501654 42 部門表の外生需要の合計 
⑯ 在庫投資総額 －378740 42 部門表の在庫純増の合計額 
⑰ 粗外生支出総額 145122914 ⑮＋⑯ 
⑱ 外生支出総額 161655710 ⑭＋⑰ 
⑲ 移転率 0.1022716 ⑭／⑱ 
 
補論 4. モデルの定式化  
1.生産関数と価格方程式  
j 部門の生産量を jX とするとき，トップレベルの生産関数を  
















σ ααπ     …… (a.1) 
とする。 jπ は，スケールパラメータ， jα は，シェアパラメータでありキャリブレーション
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により求められる値である。 jσ は，トップレベルの生産関数における代替の弾力性であり，
その値は外生的に与える。 jA は，中間投入財によるコブ=ダグラス型の合成財で， j 部門へ








       …… (a.2) 
とする。指数の ijρ は，キャリブレーションによって求められる。次に， jB は，生産要素に
よる CES 型合成財である。 j 部門への労働の投入量を jl ，資本の投入量を jk とするとき， 
















η ββ l      …… (a.3) 
とする。 jβ は，シェアパラメータでありキャリブレーションにより求められる値である。
jη は，生産要素間の代替の弾力性であり，その値は外生的に与える。   
ここで， i 財の価格を ip ，中間投入財 ijx に対する保険料率を ijξ ，ラスパイレス指数を φ ，
サービス率を ε ，損害保険サービスの価格を 27p ，デフォルト率を jd とすると，合成財 jA の
コスト AjC は，  







ijijjiAj xpdpC ξεφ      …… (a.4) 
となる。なお，サービス率は，損害保険サービス／純保険料・純保証料である。コストと
しては中間投入財の価格だけでなく，保険料・保証料および損害保険サービスを考慮しな

















m     …… (a.5) 
である。 0iC は，基準状態における i 財の個人消費量，
0
ip は，基準状態における i 財の価格
である。  

















     …… (a.8) 
次に jB の最適化を行う。 jB を投入するのに要する費用を BjC とすると，  ( ) ( ) ( ){ }jkjjjBj rkwC τττ ++++= 111 0 ll      …… (a.9) 
となる。 w は，賃金率， r は，レンタル (資本用役率 )， 0jτ は， j 部門の物品税率， ljτ は， j 部
門の労働税率， kτ は，全部門共通の資本税率である。  
ここで  
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( )( )ww jjj lττ ++= 11 0 ， ( )( )r r kjj ττ ++= 11 0     …… (a.10) 
とすれば，  






















η ββ l     …… (a.12) 
次にトップレベルの生産関数の最適化を行う。ここで，中間投入財の合成財である jA の価






















σ ααπ   …… (a.13) 
(a.8)， (a.12)， (a.13)の最適化問題を解くことによって，中間投入係数 Aijx ( jij Xx= )，労働








jjBjjBjjAijijj dkrwxqp φl     …… (a.14) 
という価格方程式を得る。なお， jΞ は生産量に乗じる保険料率である。  
2. 消費需要の決定  
表 a.2 でその値を示した，労働の賦存量を L ，資本の賦存量を K ，所得税率を yτ ，社会
保障費負担率を tτ ，貯蓄率を s ，政府の税収を G ，移転率を b とし，さらに消費者は，環境
リスクによる損害の被害者でもあり，保険金・保証金を受け取ることを勘案すると，消費
者の所得 I は，  












ty XdxdbGsrKwLI φξφττ  …… (a.13) 

















iic CU       …… (a.14) 


















iiCpI     …… (a.16) 
3. 外生需要の決定  
以下における外生需要の決定方法は，鷲田 (2004，pp.199-200)に従った。  
i 財の在庫投資を viI とすると，税収や貯蓄から消費需要に使われる収入 gI は，   







iig IpGbI      …… (a.17) 

















iig gU      …… (a.18) 
とする。 iδ は，シェアパラメータでキャリブレーションによって決定される値， λ は，代
替の弾力性であって，外生的に与える値である。あとは，消費需要と同様のロジックによ
り外生需要関数を求めることができる。  
4. 輸出入量の決定  
以下における輸出入量の決定方法は，鷲田 (2004，pp.203-204)に従った。輸出入財は，
























⎛Ψ=      …… (a.20) 





















X−=κ   …… (a.21) 
とした。 0iM は基準状態における i 財の輸入量，
0
iX は基準状態における i 財の国内生産量，
i =2 は鉱業を示す。    
fζ は，輸出の mζ は，輸入の弾力性であり，外生的に値は与えられる。  
5.需給均衡式の決定  





iji MFIgCxX −++++∑= =
42
1
    …… (a.22) 
損害保険サービスの需給均衡式は，損害保険サービスの需要があることに注意すると，  































              …… (a.24) 
となり，税収 G の均衡式は，  

























補論 5. 外生パラメータの設定  
1. 弾力性  
代替の弾力性については，川崎 (1999)でも指摘されているように，弾力性の計測のため
に用いた分析データの期間，性質，推定に用いる関数形によって，大きく変化する。した
がって，本モデルでは，鷲田 (2004)，Shoven(1992)，市岡 (1991)，川崎 (1999)などを参考
として，標準シナリオを表 a.3 のとおり設定した。外生需要の弾力性については，鷲田
(2004)に従い，より固定値に近づけるために，低い値を設定した。また，輸出入の弾力性
についても，鷲田 (2004)に従い，低い値を設定した。  




賠償責任保険のサービス率である 1.0 を標準シナリオとした。  
3. リスク乗数  
前述のとおり，リスク乗数は，0.2459～0.9018 である。そこで，標準シナリオにおいては，






表 a.3 標準シナリオにおける外生パラメータ  
変数  記号  値  
トップレベルの生産関数における生産要素の CES 関数型合成財と中
間投入財のコブ=ダグラス関数型合成財間の代替の弾力性  
σ  0.5 
生産要素 (労働・資本 )間の代替の弾力性  η  0.6 
消費者の効用関数における代替の弾力性  μ  0.6 
外生需要の評価関数における代替の弾力性  λ  0.3 
実質輸出の弾力性  fζ  -0.25 
実質輸入の弾力性  mζ  0.25 
サービス率  ε  1.0 
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